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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研磨材粒子を作製する方法であって、
　非コロイド固体粒子及び液体媒体を含むスラリーを提供する工程であって、少なくとも
いくつかの前記非コロイド固体粒子は、αアルミナ又はαアルミナ前駆体のうちの少なく
とも１つを含み、前記非コロイド固体粒子は、前記スラリーの少なくとも３０体積％を構
成する、工程と、
　前記スラリーの少なくとも一部を、基材と接触する成形体に形成する工程であって、前
記成形体は規定形状に実質的にしたがって形成される、工程と、
　前記成形体を少なくとも部分的に乾燥させて、成形研磨材前駆体粒子を得る工程と、
　前記基材から前記成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を分離する工程と、
　前記成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する工程であって
、前記成形研磨材粒子のそれぞれは切頭ピラミッド形状であり、前記成形研磨材粒子はα
アルミナを含み、前記αアルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結晶粒径、及び
少なくとも真密度の９２％である見かけ密度を有する、工程と、を含み、
　前記非コロイド固体粒子は、等量ベースで、前記成形研磨材前駆体粒子の総重量に対し
て、０．０３～０．２５％の酸化ナトリウムを含有する、方法。
【請求項２】
　αアルミナを含む成形研磨材粒子であって、前記αアルミナは、０．８～８マイクロメ
ートルの平均結晶粒径を有し、前記αアルミナは、少なくとも真密度の９２％である見か



(2) JP 6550335 B2 2019.7.24

10

20

30

40

50

け密度を有し、各成形研磨材粒子は、それぞれが切頭ピラミッド形状であり、前記成形研
磨材粒子は、公称の規定形状に一致すると共に、等量ベースで、前記成形研磨材粒子の総
重量に対して、０．０３～０．２５％の酸化ナトリウムを含有する、成形研磨材粒子。
【請求項３】
　バインダーに保持された成形研磨材粒子を含む研磨材物品であって、前記成形研磨材粒
子のそれぞれは切頭ピラミッド形状であり、前記成形研磨材粒子はαアルミナを含み、前
記αアルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結晶粒径を有し、前記αアルミナは
、少なくとも真密度の９２％である見かけ密度を有し、前記成形研磨材粒子は、公称の規
定形状に一致すると共に、等量ベースで、前記成形研磨材粒子の総重量に対して、０．０
３～０．２５％の酸化ナトリウムを含有する、研磨材物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、アルミナ系研磨材粒子、その作製方法及びそれを含む研磨材物品に幅広く関
連する。
【背景技術】
【０００２】
　アルミナ（すなわち、Ａｌ２Ｏ３）は、コストバランス、良好な熱伝導率、強度、強靭
性、及び化学的不活性によって研磨布紙及び固定砥粒における優れた研削特性がもたらさ
れるため、研磨材工業で既知の最も重要な研磨材鉱物の１つである。微細構造の改良によ
って、研磨特性が改善されることは旧来から知られている。したがって、化学的ゾル－ゲ
ル法によって生成され、非常に細かい微細構造体（＜０．５マイクロメートル）を有する
完全な緻密焼結構造をもたらす高級なアルミナ粒子が開発され（米国特許第４，３１４，
８２７号（Ｌｅｉｔｈｅｉｓｅｒら）、研磨材市場に導入されている。αアルミナ由来の
ゾル－ゲルにより形成される成形研磨粒子の導入は、研磨工業に革命をもたらしてきた。
これらの研磨材粒子は、典型的には、研磨用途において同じ材料から作製される破砕粒子
よりも優れている。しかしながら、かかるゾル－ゲル法由来の研磨材粒子は、約２０メッ
シュ（米国メッシュサイズ）未満の寸法でしか得ることができない。ゾル－ゲル技術を使
用してより大きな研磨材粒子を生成する試みは、乾燥中に大量の揮発性物質を除去する必
要があるために起こるクラックのために、一般的には成功しない。
【０００３】
　したがって、制限はされないが、ゾル－ゲル粒子よりと同等以上の研削特性を有する、
粗粒寸法の粉末由来アルミナ研磨材を提供することが望ましい。粉末由来のＡｌ２Ｏ３研
磨材は市販されてもいるが（例えば、Ｔｒｅｉｂａｃｈｅｒ　Ｓｃｈｌｅｉｆｍｉｔｔｅ
ｌ　ＡＧ，Ｖｉｌｌａｃｈ，ＡｕｓｔｒｉａのＣＣＣ粒子、又はＳｈｏｗａＤｅｎｋｏ　
ＫＫ，Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎの焼結アルミナ）、一般的に粉末焼結法によって生じる微
細構造は粗いために、これらの有用性は制限されている。
【０００４】
　αアルミナの機械的特性は、不純物の存在にしばしば影響される。特に、ナトリウムな
どの不純物は、アルミナ前駆体からαアルミナを形成するのに悪影響を及ぼすことが広く
知られている。例えば、酸化ナトリウムの存在によって焼結後のαアルミナの結晶粒径が
増加し、それによって焼結プロセス中の硬度及び／又は破断が減少する。現在、研磨材工
業において、約１～２マイクロメートルの結晶αアルミナ粒径範囲を大幅に超えて微細構
造を粗大化することは、研磨布紙及び精密な研削用途で使用する研磨材粒子で使用するの
に実用的ではないと考えられている。
【０００５】
　したがって、成形α研磨材粒子の生成においては、高純度αアルミナ前駆体が商業的に
使用されている。これらの前駆体は、その分高価である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　１つの態様では、本開示は研磨材粒子を作製する方法を提供し、この方法は、
　非コロイド固体粒子及び液体ビヒクルを含むスラリーを提供する工程であって、少なく
ともいくつかの非コロイド固体粒子は、αアルミナ又はαアルミナ前駆体のうちの少なく
とも１つを含み、非コロイド固体粒子は、スラリーの少なくとも３０体積％を構成する、
工程と、
　スラリーの少なくとも一部を、基材と接触する成形体に形成する工程であって、成形体
は規定形状に実質的にしたがって形成される、工程と、
　成形体を少なくとも部分的に乾燥させて、成形研磨材前駆体粒子を得る工程と、
　基材から成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を分離する工程と、
　成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する工程であって、成
形研磨材粒子はαアルミナを含み、αアルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結
晶粒径を有し、αアルミナは、少なくとも真密度の９２％である見かけ密度を有し、各成
形研磨材粒子は、それぞれが複数の辺及び少なくとも４つの頂点を含む表面を有し、成形
研磨材粒子は、公称の規定形状に一致する、工程と、を含む。
【０００７】
　別の態様において、本開示は、上述の方法によって作製された成形研磨材粒子を提供す
る。
【０００８】
　更に別の実施形態において、本開示は、αアルミナを含む成形研磨材粒子を提供し、α
アルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結晶粒径を有し、αアルミナは、少なく
とも真密度の９２％である見かけ密度を有し、各成形研磨材粒子は、それぞれが複数の辺
及び少なくとも４つの頂点を含む表面を有し、成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致
する。
【０００９】
　本開示による成形研磨材粒子は、例えば、研磨材物品（例えば、研磨布紙、固定砥粒、
研磨ブラシ、及び／又は不織布研磨材）の製造において有用である。
【００１０】
　したがって、更に別の態様において、本開示は、バインダーに保持された成形研磨材粒
子を含む研磨材物品を提供し、成形研磨材粒子はαアルミナを含み、αアルミナは、０．
８～８マイクロメートルの平均結晶粒径を有し、αアルミナは、少なくとも真密度の９２
％である見かけ密度を有し、成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致する。
【００１１】
　本開示による研磨材粒子及び研磨材物品は、例えば工作物を研磨するのに有用である。
【００１２】
　更に別の態様において、本開示は、工作物を研磨する方法を提供し、この方法は、本開
示による研磨材物品に含まれる少なくとも１つの成形研磨材粒子と工作物とを接触させる
工程、及び研磨材物品又は工作物のうちの少なくとも１つを他方に対して動かし、工作物
の少なくとも一部を研磨する工程、を含む。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、
　用語「見かけ密度」は、材料の質量をその見かけ体積で割る（すなわち、内部の空隙を
含む体積）を指し、
　用語「コロイド」は、約１０～１０，０００オングストロームの寸法である超微粒子状
粒子が、これらが容易に濾過されるか又は迅速に沈降するのを防ぐような方法で、連続液
体媒体内に分散される系を指し、
　用語「結晶粒」は、個別の結晶における結晶格子が連続し、結晶粒界を内部に含まずに
その端部まで破壊されていな単一結晶又は単結晶物質における個別の結晶を指し、
　用語「結晶粒界」は、多結晶材料において、２つの結晶粒又は結晶子の間に境界面を形
成する結晶粒の結晶構造における欠損を指し、
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　粒径に関して使用される用語「メッシュ」は、別途記載のない限り、米国メッシュサイ
ズを指し、
　用語「非コロイド状」は、コロイドの特性を有さないことを意味し、
　用語「成形（された）」は、製造中、規定形状にしたがって意図的に成形した結果の形
状を意味し、
　表面に関する用語「滑らか」は、表面に不規則性、粗さ、又は突起部、それを作製する
のに使用される製造プロセスに起因する不規則性によってもたらされ得るもの以外を含ま
ないことを意味し、
　用語「真密度」は、所定の圧力及び温度（例えば、大気圧及び２５℃の温度）において
測定される、物質の任意の内部空隙を除いた所定の物質の密度を指し、
　語句「成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致する」とは、成形研磨材粒子の形状が
、意図された（規定の）公称形状に一致することを意味し、これは、乾燥中、焼成中、及
び焼結中の縮小、及びプロセスの変動性によって起こり得る無作為な偏差（例えば、若干
の反り又は欠陥）を考慮に入れて、それらが作製される方法（例えば、成形、押出し、又
はスクリーン印刷）によって判断される。
【００１４】
　有利なことに、本開示による成形研磨材粒子は、例えば、ディスク及び／又はベルトの
形態の研磨布紙、固定砥粒、及び／又は不織布研磨材に組み込まれる際に、優れた研磨材
特性を示し得る。更に、成形研磨材粒子（すなわち、結晶粒径）内のアルミナ微細構造が
、約１～２マイクロメートルの範囲（研磨布紙及び精密研削に適用するのに有用であるボ
ーダーラインとして当該技術分野において一般的に許容される結晶粒径のレベル）を著し
く超えて粗大化する際においてでも成形研磨材粒子の研削特性は、実質的に保持される。
これは、市販のゾル－ゲル法由来の研磨材粒子におけるアルミナ微細構造とは対照的であ
る。
【００１５】
　有利なことに、本開示による研磨材粒子は、典型的なゾル－ゲルプロセスにおいて使用
されうるよりも安価な原料を用いて作製することができるが、実質的に同等（又はそれよ
り優れた）な研磨性能が達成される。
【００１６】
　本開示の特徴及び利点は、発明を実施するための形態、及び添付の特許請求の範囲を考
慮することで更に深い理解が得られるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本開示による例示的な成形研磨材粒子１００の概略透視図である。
【図２】本開示による例示的な研磨布紙物品２００の概略側面図である。
【図３】本開示による別の例示的な研磨布紙物品３００の概略側面図である。
【図４】本開示による例示的な研削砥石４００の概略斜視図である。
【図５】本開示による例示的な不織布研磨材物品５００を約１００倍拡大した概略図であ
る。
【図６】実施例５の成形研磨材粒子の破断面の走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）マイクログラフ
である。
【図７】１５５０℃で焼成した実施例６の成形研磨材粒子の角部のＳＥＭマイクログラフ
である。
【図８】１５７５℃で焼成した実施例６の成形研磨材粒子の縁部のＳＥＭマイクログラフ
である。
【図９】実施例８ｃの成形研磨材粒子の破断面のＳＥＭマイクログラフである。
【図１０】実施例８ｅの成形研磨材粒子の破断面のＳＥＭマイクログラフである。
【００１８】
　上記の図面には本開示のいくつかの実施形態が記載されているが、例えば、考察の中で
記述したように、その他の実施形態も考えられる。いかなる場合も、本開示は代表して提
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示されるものであって、限定するものではない。本開示の原理の範囲及び趣旨の範囲内に
含まれる他の多くの改変例及び実施形態が、当業者によって考案され得る点は理解される
はずである。図は、縮尺どおりに描かれていない場合もある。同様の参照番号が、同様の
部分を示すために複数の図を通じて使用されている場合がある。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本開示による成形研磨材粒子は、非コロイド固体粒子及び液体ビヒクルを含むスラリー
を使用する多段階プロセスによって作製され得る。典型的には、非コロイド固体粒子は液
体ビヒクル中に懸濁されるが、若干の非コロイド固体粒子の沈降も受け入れられる。非コ
ロイド固体粒子のうちの少なくとも一部は、αアルミナ又はその前駆体のうちの少なくと
も１つを含む。いくつかの実施形態において、非コロイド固体粒子は、αアルミナ粒子、
αアルミナ前駆体粒子、又はこれらの組み合わせを含む。いくつかの実施形態において、
非コロイド固体粒子のうちの実質的に全て（例えば、少なくとも９５重量％又は少なくと
も９９重量％）、又は全ては、αアルミナ粒子、αアルミナ前駆体粒子、又はこれらの組
み合わせを含む。
【００２０】
　αアルミナ粒子及び非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、どちらも存在する場合、個々
に見て、又は集団的に、スラリーの少なくとも３０、３５、４０、５０、更には少なくと
も５５体積％を構成することができる。スラリーは更に、例えば、増粘剤、チキソトロー
プ剤、分散剤、湿潤剤、消泡剤、カップリング剤、変性剤又はこれらの前駆体、成核剤、
解膠剤、及び／又は離型剤などの１つ以上の任意の添加剤を含み得る。有用な増粘剤とし
ては、例えば、グアーガム、カルボキシメチルセルロースナトリウム、及び／又はカルボ
マーなどの有機増粘剤；及び、例えば、コロイド状ベーマイトなどの無機増粘剤が挙げら
れる。
【００２１】
　変性添加剤は、研磨材粒子のいくつかの望ましい特性を強化するか、又はそれに続く焼
結工程の有効性を増加させるために機能し得る。変性添加剤又は変性添加剤の前駆体は、
マイクロメートル規模及びサブマイクロメートル規模の粒子、ナノコロイド（すなわち、
ナノメートル規模のコロイド）、可溶性塩（典型的には水溶性塩）及び不溶性塩の形態で
あり得る。これらは、典型的には、金属含有化合物からなり、マグネシウム、亜鉛、鉄、
シリコン、コバルト、ニッケル、ジルコニウム、ハフニウム、クロム、イットリウム、プ
ラセオジウム、サマリウム、イッテルビウム、ネオジム、ランタン、ガドリニウム、セリ
ウム、ジスプロシウム、エルビウム、チタン、及びこれらの混合物の酸化物の前駆体であ
り得る。かかる添加剤の特定の濃度の決定は、当業者の能力の範囲内である。
【００２２】
　スラリーに含まれるのに好適な成核剤としては、例えば、αアルミナ、α酸化鉄又はそ
の前駆体、酸化チタン及びチタン酸塩、酸化クロム、又はこの変換の核形成をする他の任
意の物質の微粒子が挙げられる。使用される場合、成核剤の量は、典型的にはαアルミナ
の変換に影響するのに十分な量である。成核αアルミナ前駆体分散体は、米国特許第４，
７４４，８０２号（Ｓｃｈｗａｂｅｌ）に開示されている。
【００２３】
　コロイド状ベーマイト増粘剤がスラリー中に含まれる場合、解膠剤は、安定性をもたら
すのに有用であり得る。好適な解膠剤としては、酢酸、塩酸、ギ酸、及び硝酸などの一塩
基酸又は酸化合物が挙げられるである。多塩基酸を用いてもよいが、多塩基酸はスラリー
を急速にゲル化し、取り扱い又は追加成分の導入を困難にする。
【００２４】
　いくつかの実施形態において、非コロイド固体粒子は、αアルミナ粒子を含む。αアル
ミナ粒子は、例えば、破砕されるか又は成形され得る。本明細書で使用するとき、用語「
αアルミナ粒子」は、αアルミナを含む粒子を指す。いくつかの実施形態において、αア
ルミナ粒子は、少なくとも９５重量％又は少なくとも９９重量％のαアルミナを含む。い
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くつかの実施形態において、αアルミナ粒子はαアルミナからなる。有用なαアルミナ粒
子は、アルミニウムイオン（例えば、Ｆｅ３＋イオン）以外の金属イオンを含有し得る。
好適なαアルミナの例としては、αアルミナ（白色溶融アルミナ）、及びαアルミナ（褐
色溶融アルミナ）が挙げられる。
【００２５】
　いくつかの実施形態において、非コロイド固体粒子は、αアルミナ前駆体粒子を含む。
本明細書で使用するとき、「αアルミナ前駆体」は、十分な加熱によって、少なくとも部
分的に（例えば完全に）αアルミナに変換され得るαアルミナ以外の物質を指す。好適な
αアルミナ前駆体としては、ベーマイト（γ－ＡｌＯ（ＯＨ））、ダイアスポア（α－Ａ
ｌＯ（ＯＨ））、バイヤライト（すなわち、α－Ａｌ（ＯＨ）３）、及びギブサイト及び
その多形体（例えば、ドイライト及びノルトストランダイト）が挙げられる。
【００２６】
　非コロイド固体粒子は、単峰性又は多峰性（例えば、二峰性）であり得る。例えば、非
コロイド固体粒子は二峰性分布を有し、非コロイド固体粒子の約９５％は約０．７マイク
ロメートルのモードを有し、非コロイド固体粒子の約５％は約２～３マイクロメートルの
モードを有し得る。
【００２７】
　有利なことに、本開示による方法及び成形研磨材粒子は、適度な濃度のナトリウムイオ
ンでさえナトリウムイオンを含有する研磨材粒子の研磨特性を著しく減少させる傾向があ
る典型的なゾル－ゲル法とは対照的に、スラリー成分中の適度な濃度のナトリウムイオン
及び生じる成形研磨材粒子を許容する。例えば、成形研磨材粒子が、等量ベースで、成形
研磨材粒子の総重量に対して、最大で約２．５重量％の酸化ナトリウム、好ましくは０．
０３～２．５重量％の酸化ナトリウム、より好ましくは０．０５～２．５重量％の酸化ナ
トリウムを含有する際であっても、良好な研磨特性が得られる。いくつかの実施形態にお
いて、成形研磨材粒子は、等量ベースで、成形研磨材粒子の総重量に対して、０．０５～
０．５重量％の酸化ナトリウムを含有する。
【００２８】
　液体ビヒクルは、水及び／又は有機溶媒を含み得る。液体ビヒクルは、液体ビヒクルの
少なくとも５０、６０、７０、８０、９０、又は更には少なくとも９５重量％の量で水を
含む。好ましくは、液体ビヒクル中の任意の有機溶媒は、水溶性であって、より好ましく
は水混和性である。例としては、低級アルコール（例えば、メタノール、エタノール、プ
ロパノール）、エーテル（例えば、グリム、及びジグリム）、及びラクタム（例えば、２
－ピロリドン）が挙げられる。
【００２９】
　好ましくは、スラリーに含まれるαアルミナ及び／又はαアルミナ前駆体の粒子は、０
．４～２．０マイクロメートルの範囲、より好ましくは０．４～０．８マイクロメートル
の範囲の平均粒径を有するが、これは必須ではない。いくつかの実施形態において、二峰
性又は更には三峰性の粒径分布が有用である。この場合、微粒子の他に、著しく大きな寸
法のものが存在し得る（例えば、０．７の平均粒径は、２～５マイクロメートルの粒子を
数％有するのが好ましい）。
【００３０】
　次に、スラリーの少なくとも一部は基材と接触して成形体を形成する。これは、少なく
とも数種の方法で達成され得る。
【００３１】
　例えば、ゾル－ゲルの代わりにスラリーを使用することを除いては、ゾル－ゲル分散体
において開発されたプロセスに概ねしたがって、製造工具（例えば、金型）を使用してス
ラリーを成形することで成形体は作製され得る。この方法においては、米国特許出願公開
第２０１０／０１４６８６７（Ａ１）号（Ｂｏｄｅｎら）；同第２０１０／０１５１１９
５（Ａ１）号（Ｃｕｌｌｅｒら）；同第２０１０／０１５１１９６（Ａ１）号（Ａｄｅｆ
ｒｉｓら）；同第２００９／０１６５３９４（Ａ１）号（Ｃｕｌｌｅｒら）；及び同第２
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０１０／０１５１２０１（Ａ１）号（Ｅｒｉｃｋｓｏｎら）に記載されるように、スラリ
ーは、基材の主表面上の精密に成形された金型キャビティに押入（例えば、ナイフ塗布装
置、バー塗布装置、又はドクターブレードを使用して）される。この場合、乾燥中の縮小
を考慮に入れ、成形体は、金型キャビティの形状を実質的に保持するのが望ましい。
【００３２】
　好適な製造工具は、例えば、ベルト、シート、連続ウェブ、輪転グラビアロールなどの
コーティングロール、コーティングロールに取り付けられたスリーブ、又はダイであり得
る。１つの実施形態において、製造工具は高分子材料を含む。好適な高分子材料の例とし
ては、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリ（エーテルスルホン）、ポリ（メチルメタ
クリレート）、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリオレフィン、ポリスチレン、ポリプ
ロピレン、ポリエチレン、又はこれらの組み合わせなどの熱可塑性樹脂、あるいは熱硬化
性材料が挙げられる。１つの実施形態において、全ての製造工具は、高分子材料又は熱可
塑性材料から作製されている。
【００３３】
　高分子又は熱可塑性製造工具は、金属製のマスター工具から複製され得る。マスター工
具は、製造工具に所望の逆パターンを有する。マスター工具は、製造工具と同様の方法で
作製され得る。１つの実施形態において、マスター工具は、例えばニッケルのような金属
から作製され、ダイヤモンドターニング加工することができる。１つの実施形態において
、マスター工具は、少なくとも部分的にステレオリソグラフィを用いて形成される。高分
子シート材料をマスター工具と共に加熱して、２つを一緒に加圧成形することにより、マ
スター工具パターンで高分子材料がエンボス加工されるようにすることができる。高分子
又は熱可塑性材料はまた、マスター工具上へと押出又はキャスティングされ、次に加圧成
形され得る。熱可塑性材料を冷却して固化し、製造工具が製造される。熱可塑性製造工具
が使用される場合、熱可塑性製造工具を変形し、その寿命を制限し得る過度の熱を生成し
ないよう注意が必要である。製造工具又はマスター工具の設計及び製作に関する更なる情
報は、米国特許第５，１５２，９１７号（Ｐｉｅｐｅｒら）、同第５，４３５，８１６号
（Ｓｐｕｒｇｅｏｎら）、同第５，６７２，０９７号（Ｈｏｏｐｍａｎら）、同第５，９
４６，９９１号（Ｈｏｏｐｍａｎら）、同第５，９７５，９８７号（Ｈｏｏｐｍａｎら）
、及び同第６，１２９，５４０号（Ｈｏｏｐｍａｎら）に見出すことができる。
【００３４】
　スクレーパ又はならし棒は、製造工具のキャビティにスラリーを完全に押入するのに使
用され得る。キャビティに入らないスラリーの残存分は、製造工具の上面から除去され、
再利用され得る。いくつかの実施形態において、少量のスラリーが製造工具の上面に残る
場合があるが、他の実施形態においては、上面には分散体が実質的に存在しない。スクレ
ーパ又はならし棒により適用される圧力は、典型的には、１００ｐｓｉ（０．６ＭＰａ）
未満、５０ｐｓｉ（０．３ＭＰａ）未満、又は更には１０ｐｓｉ（６０ｋＰａ）未満であ
る。いくつかの実施形態において、スラリーは、上面を越えて外側に延在しない。いくつ
かの実施形態において、成形研磨材粒子の平面となるキャビティの露出面を有するのが望
ましい場合、キャビティを過充填し（例えば、マイクロノズル配列を使用する）、スラリ
ーをゆっくりと乾燥するのが望ましい。
【００３５】
　金型の上面又は底面の開口部から、製造工具のキャビティに接することができる。場合
によっては、キャビティは、金型の全厚まで延在することができる。あるいは、キャビテ
ィは、金型の厚さの一部分のみにわたって延在することができる。１つの実施形態におい
て、上面は実質的に均一の深さを有するキャビティを含む金型の底面と実質的に平行であ
る。金型の少なくとも１つの面、すなわちキャビティが形成される面は、揮発性成分の除
去工程の間、周囲の外気に曝露したままにされ得る。
【００３６】
　キャビティは、セラミック成形研磨粒子を作製するための特定の三次元形状を有する。
深さ寸法は、上面から底面までの垂直距離と等しい。所定のキャビティの深さは、均一で
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あってよく、又はその長さ及び／又は幅に沿って変化してもよい。所定の金型のキャビテ
ィは、同じ形状であってよく、又は異なる形状であってもよい。
【００３７】
　あるいは、スラリーは、スクリーン又は有孔基材の開口部を通して、（例えば、スクリ
ーン印刷によって）押入される。この場合、スラリーが、成形体が乾燥中に形状を実質的
に保持するのに十分な粘度を有することが望ましい。
【００３８】
　これらの方法のいずれかにおいて、所望であれば、基材から成形研磨材前駆体粒子を除
去するのを助けるために、スラリー中に離型剤を含むか、金型表面上に離型剤をコーティ
ングするのが望ましい。典型的な離型剤としては、ピーナッツ油又は鉱油、魚油、シリコ
ーン、ポリテトラフルオロエチレン（ｐｔｆｅ）、ステアリン酸亜鉛、及びグラファイト
が挙げられる。一般的には、剥型が望ましい場合、ピーナッツ油などの離型剤は、水又は
アルコールなどの液体中、約０．１ｍｇ／インチ２（０．６ｍｇ／ｃｍ２）～約３．０ｍ
ｇ／インチ２（２０ｍｇ／ｃｍ２）、又は約０．１ｍｇ／インチ２（０．６ｍｇ／ｃｍ２

）～約５．０ｍｇ／インチ２（３０ｍｇ／ｃｍ２）の剥離剤が存在するようにスラリーと
接触する製造工具の表面に適用される。
【００３９】
　基材は、例えば、シート、ロール、ベルト、又はウェブの形状、ベルト、シート、連続
ウェブ、輪転グラビアロールなどのコーティングロール、コーティングロールに取り付け
られたスリーブであり得る。基材は、金属（ベルト又はロールの場合）、又は有機増粘剤
（例えば、ポリエチレン又はポリプロピレン）を含み得る。
【００４０】
　成形体中にスラリーを形成した後、成形体が少なくとも部分的に乾燥されて成形研磨材
前駆体粒子を提供する。これは、例えば、炉、加熱プラテン、ヒートガン、又は赤外線ヒ
ーターを使用して達成され得る。本明細書で使用するとき、「乾燥」は、液体ビヒクルの
少なくとも一部の除去を指し、これは水の除去を具体的に指していても、いなくてもよい
。
【００４１】
　望ましくは、液体ビヒクルは、急速な蒸発速度で除去される。いくつかの実施形態にお
いて、蒸発による液体ビヒクルの除去は、液体ビヒクルの沸点を超える温度で生じる。乾
燥温度の上限は、金型が作製される材料によって異なり得る。ポリプロピレン工具におい
て、温度は一般的にポリプロピレンの融点未満であって、好ましくは軟化点未満であるべ
きである。
【００４２】
　乾燥中、スラリーは収縮し、それによってキャビティ壁からの退縮が引き起こされ得る
。例えば、キャビティが平坦壁を有する場合には、得られるセラミック成形研磨材粒子は
、少なくとも３つの凹状の主面を有する傾向があり得る。キャビティ壁を凹状にすること
で（これによってキャビティ容積が増加する）、少なくとも３つの実質的に平坦な主面を
有するセラミック成形研磨材粒子を得ることが可能であることが現在見出されている。必
要な凹型の程度は、一般的に、スラリーの固形分によって異なる。
【００４３】
　次に、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部は、基材から分離される。典型的には、
これは、例えば、重力、真空、加圧空気、又は、例えば振動（例えば超音波振動）、屈曲
及び／又は叩解などの機械的方法によって達成され得るが、他の方法も使用され得る。
【００４４】
　基材から分離されると、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部は、成形研磨材粒子に
変換される。
【００４５】
　成形研磨材前駆体粒子は、基材から分離されると、外部で更に乾燥され得る。スラリー
を、金型内で望ましいレベルまで乾燥させる場合には、この追加的な乾燥工程は必要ない
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。しかしながら、場合によっては、この追加的な乾燥工程を採用して、金型内にスラリー
が存在する時間を最低限にすることが経済的であり得る。典型的には、成形研磨材前駆体
粒子は、１０～４８０分、又は１２０～４００分、５０℃～１６０℃、又は１２０℃～１
５０℃の温度において乾燥される。
【００４６】
　好ましくはあるが任意で、次に、成形研磨材前駆体粒子は焼成される。焼成工程の間に
、本質的に全ての揮発性材料が除去され、スラリーに存在していた様々な成分が形質転換
されて酸化金属になる。成形研磨材前駆体粒子は、一般的には、４００℃～８００℃の温
度に加熱され、遊離水及び９０重量％を超える任意の結合揮発性材料が除去されるまで、
この温度範囲内に維持される。任意の工程において、所望により、含浸プロセスによって
変性添加剤が導入され得る。焼成された成形研磨材前駆体粒子の孔に、含浸によって水溶
性塩が導入され得る。次に、成形研磨材前駆体粒子は、再び予備焼成される。この選択肢
は、米国特許第５，１６４，３４８号（Ｗｏｏｄ）に更に記載されている。
【００４７】
　焼成されていてもいなくても、成形研磨材前駆体粒子（又は焼成された成形研磨材前駆
体粒子）は焼結されて、αアルミナを含む成形研磨材粒子を形成する。成形研磨材粒子は
、典型的には、焼結後のセラミックである。焼結前は、（任意で焼成された）成形研磨材
前駆体粒子は完全には緻密化されていないので、セラミック成形研磨材粒子として使用す
るのに必要な硬度が足りない。焼結は、典型的には、（任意で焼成された）成形研磨材前
駆体粒子を１０００℃～１６５０℃の温度まで加熱することで起こる。緻密化を達成する
のに必要な加熱時間は、様々な要因によって異なるが、５秒～４８時間の時間は典型的で
ある。
【００４８】
　別の実施形態において、焼結工程の持続時間は１分間～９０分間の範囲である。焼結後
、セラミック成形研磨材粒子は、１０ＧＰａ（ギガパスカル）、１６ＧＰａ、１８ＧＰａ
、２０ＧＰａ、又はそれ以上のビッカース硬度を有し得る。
【００４９】
　記載されるプロセスを修正するために、例えば、材料を焼成温度から焼結温度まで急激
に加熱する、又は、スラリーを遠心分離して、スラッジ及び／又は廃物を除去するなどの
他の工程が使用され得る。更に、所望であれば、２つ以上のプロセス工程を組み合わせる
ことによってこのプロセスを変更することができる。本開示のプロセスを修正するために
使用され得る従来のプロセス工程は、米国特許第４，３１４，８２７号（Ｌｅｉｔｈｅｉ
ｓｅｒ）により完全に記載されている。
【００５０】
　本開示にしたがって調製した成形研磨材粒子は、０．８～８マイクロメートル（好まし
くは０．８～６マイクロメートル、及びより好ましくは０．８～５マイクロメートル）の
平均結晶粒径、及び、少なくとも真密度の９２、９３、９４、９５、９６、９７、９８、
又は更には少なくとも真密度の９９％である見かけ密度（例えば、αアルミナにおいて、
２５℃で真密度＝３．９７ｇ／ｃｍ３）を有するαアルミナを含む。）
【００５１】
　本開示による成形研磨材粒子は、広範囲の粒径において使用すされてよく典型的には、
約１０～約１００００マイクロメートル、好ましくは約１００～約１００００マイクロメ
ートル、より好ましくは約５００～約１００００マイクロメートルの寸法範囲であるが、
これは必須ではない。いくつかの実施形態において、成形研磨材粒子は、少なくとも２０
米国メッシュ（すなわち、≧約８４０マイクロメートル）の平均粒径を有する。本開示に
よる成形研磨材粒子、例えば、ＡＮＳＩ（米国規格協会）、ＦＥＰＡ（欧州研磨材製造業
者連盟）、及びＪＩＳ（日本工業規格）などの業界で認識されている等級分けの基準を使
用するなどの当該技術分野で周知の技術を使用して、スクリーニングし、等級分けするこ
とができる。ＡＮＳＩ等級表記の例としては、ＡＮＳＩ　４、ＡＮＳＩ　６、ＡＮＳＩ　
８、ＡＮＳＩ　１６、ＡＮＳＩ　２４、ＡＮＳＩ　３６、ＡＮＳＩ　４０、ＡＮＳＩ　５
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０、ＡＮＳＩ　６０、ＡＮＳＩ　８０、ＡＮＳＩ　１００、ＡＮＳＩ　１２０、ＡＮＳＩ
　１５０、ＡＮＳＩ　１８０、ＡＮＳＩ　２２０、ＡＮＳＩ　２４０、ＡＮＳＩ　２８０
、ＡＮＳＩ　３２０、ＡＮＳＩ　３６０、ＡＮＳＩ　４００、及びＡＮＳＩ　６００が挙
げられる。ＦＥＰＡ等級表記としては、Ｐ８、Ｐ１２、Ｐ１６、Ｐ２４、Ｐ３６、Ｐ４０
、Ｐ５０、Ｐ６０、Ｐ８０、Ｐ１００、Ｐ１２０、Ｐ１５０、Ｐ１８０、Ｐ２２０、Ｐ３
２０、Ｐ４００、Ｐ５００、Ｐ６００、Ｐ８００、Ｐ１０００、及びＰ１２００が挙げら
れる。ＪＩＳ等級表記としては、ＪＩＳ８、ＪＩＳ１２、ＪＩＳ１６、ＪＩＳ２４、ＪＩ
Ｓ３６、ＪＩＳ４６、ＪＩＳ５４、ＪＩＳ６０、ＪＩＳ８０、ＪＩＳ１００、ＪＩＳ１５
０、ＪＩＳ１８０、ＪＩＳ２２０、ＪＩＳ２４０、ＪＩＳ２８０、ＪＩＳ３２０、ＪＩＳ
３６０、ＪＩＳ４００、ＪＩＳ４００、ＪＩＳ６００、ＪＩＳ８００、ＪＩＳ１０００、
ＪＩＳ１５００、ＪＩＳ２５００、ＪＩＳ４０００、ＪＩＳ６０００、ＪＩＳ８０００、
及びＪＩＳ１０，０００が挙げられる。
【００５２】
　本開示による成形研磨材粒子は、それらを成形するために用いられる方法により一般的
に付与される非ランダム形状を有する。例えば、成形研磨材粒子は、ピラミッド、切頭ピ
ラミッド、ロッド、又は円錐体の形状であり得る。いくつかの実施形態において、成形研
磨材粒子は、少なくとも４つの頂点を形成する複数の辺を含む外側表面を有する。側壁は
、典型的には、実質的に平滑であるか平滑であるが、これは必須ではない。
【００５３】
　いくつかの実施形態において、各成形研磨材粒子は、複数の側壁と当接する底面を含ん
でよく、この底面は少なくとも３つの頂点を含む。
【００５４】
　いくつかの実施形態において、各成形研磨材粒子は、それぞれが複数の側壁と当接する
上面を含んでよく、この上面及び底面は互いに接触しない。いくつかの実施形態において
、側壁は、底面から内側に向かって細くなっている。
【００５５】
　図１を参照すると、本開示による代表的な成形研磨材粒子１００には、頂点１１０、側
壁１２０、縁部１３０、底面１４０、及び上面１５０（底面１４０と接触しない）を有す
る切頭三角錐を含む。側壁１２０は、底面１４０から内側に向かって細くなっている。隣
接する側壁は、縁部１３０及び少なくとも２つの頂点１１０で互いに接触する。
【００５６】
　別の態様において、本開示は、研磨材物品（例えば、研磨布紙物品、固定砥粒物品（ビ
トリファイド砥石、ガラス質砥石、レジノイド砥石、メタルボンド研削砥石、切断砥石、
軸付砥石、及びホーニング砥石など）、不織布研磨材物品、及び研磨ブラシなど）を提供
し、それらの研磨材物品は、バインダー及びそのバインダーに保持される本開示による成
形研磨材粒子を含む。かかる研磨材物品の作製方法及び研磨材物品の使用方法は、当業者
に周知である。加えて、本開示による成形研磨材粒子は、研磨化合物（例えば、研磨剤）
、ミリング媒体、ショットブラスト媒体、振動ミル媒体などのスラリーなどの、研磨材粒
子を使用する研磨用途に使用され得る。
【００５７】
　研磨布紙物品は、一般的には、裏材と、研磨材粒子と、及び裏材上に研磨粒子を保持す
るための少なくとも１つのバインダー、とを含む。好適な裏材材料の例としては、織布、
ポリマーフィルム、バルカンファイバー、不織布、編布、紙、これらの組合せ、及びこれ
らの処理された形態が挙げられる。バインダーは、無機又は有機バインダー（熱硬化性樹
脂及び放射線硬化性樹脂など）などの任意の好適なバインダーであり得る。研磨材粒子は
、研磨布紙物品の１つの層又は２つの層中に存在し得る。
【００５８】
　本開示による研磨布紙物品の代表的な実施形態を図２に示す。図２を参照すると、研磨
布紙物品２００は、裏材２２０及び研磨層２３０を有する。研磨層２３０は、メイクコー
ト２５０及びサイズコート２６０により裏材２２０（基材）の主表面２７０に固定された
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、本開示による成形研磨材粒子２４０を含む。成形研磨材粒子２４０は、メイクコート２
５０と接触している。サイズコート２６０は、メイクコート２５０の少なくとも一部上及
び成形研磨材粒子２４０の少なくとも一部上に配置される。メイクコート２５０及びサイ
ズコート２６０の各々は、それぞれが同じであっても異なっていてもよいバインダーを含
む。
【００５９】
　本開示による別の代表的な研磨布紙物品を図３に示す。図３を参照すると、代表的な研
磨布紙物品３００は、裏材３２０（基材）と構造化研磨層３３０とを有する。構造化研磨
層３３０は、裏材３２０の主表面３７０に固定されたバインダー３５０内に分散された、
本開示による成形研磨材粒子３４０を含む複数の成形研磨材複合体３３５を含む。
【００６０】
　本開示による研磨布紙物品は、所望であれば、例えば、研磨層上に重ねられる任意のス
ーパーサイズ層などの追加層を含み得るか、又は、帯電防止処置及び／又は層は、研磨層
と対向する裏材上に配置され得る。
【００６１】
　研磨布紙物品及びその製造方法に関する更なる詳細は、例えば、米国特許第４，７３４
，１０４号（Ｂｒｏｂｅｒｇ）、同第４，７３７，１６３号（Ｌａｒｋｅｙ）、同第５，
２０３，８８４号（Ｂｕｃｈａｎａｎら）、同第５，１５２，９１７号（Ｐｉｅｐｅｒら
）、同第５，３７８，２５１号（Ｃｕｌｌｅｒら）、同第５，４３６，０６３号（Ｆｏｌ
ｌｅｔｔら）、同第５，４９６，３８６号（Ｂｒｏｂｅｒｇら）、同第５，６０９，７０
６号（Ｂｅｎｅｄｉｃｔら）、同第５，５２０，７１１号（Ｈｅｌｍｉｎ）、同第５，９
６１，６７４号（Ｇａｇｌｉａｒｄｉら）、及び同第５，９７５，９８８号（Ｃｈｒｉｓ
ｔｉａｎｓｏｎ）に見出すことができる。
【００６２】
　固定砥粒物品は、典型的には、有機、金属、又はビトリファイドバインダーによって一
緒に保持される研磨材粒子の成形塊（本開示による成形研磨材粒子及び任意で破砕研磨材
粒子を含む）を含む。かかる成形塊は、例えば、研削砥石又は切削砥石などの砥石の形態
であり得る。研削砥石の直径は、典型的には、約１ｃｍ～１メートル以上であり、切断砥
石の直径は、約１ｃｍ～８０ｃｍ以上（より典型的には３ｃｍ～約５０ｃｍ）である。切
断砥石の厚さは、典型的には約０．５ｍｍ～約５ｃｍ、より典型的には、約０．５ｍｍ～
約２ｃｍである。成形塊は、例えば、ホーニング砥石、セグメント、軸付砥石、ディスク
（例えば、ダブルディスク研削盤）、又は他の従来の固定砥粒形状であってもよい。固定
砥粒物品は、典型的には、固定砥粒物品の総体積に対して、約３～５０体積％の結合材料
、約３０～９０体積％の研磨粒子（又は研磨粒子ブレンド）、最高５０体積％までの添加
剤（研削助剤を含む）、及び最高７０体積％までの孔で構成される。
【００６３】
　代表的な形態は研削砥石である。図４を参照すると、本開示による切削砥石４００は、
バインダー４３０により保持され、砥石に成形され、ハブ４２０に取り付けられた、本開
示による成形研磨材粒子４４０を含む。
【００６４】
　固定砥粒物品に関する更なる詳細は、例えば、米国特許第４，５４３，１０７号（Ｒｕ
ｅ）、米国特許第４，７４１，７４３号（Ｎａｒａｙａｎａｎら）、米国特許第４，８０
０，６８５号（Ｈａｙｎｅｓら）、米国特許第４，８９８，５９７号（Ｈａｙら）、同第
４，９９７，４６１号（Ｍａｒｋｈｏｆｆ－Ｍａｔｈｅｎｙら）、同第５，０３７，４５
３号（Ｎａｒａｙａｎａｎら）、及び米国特許第５，８６３，３０８号（Ｑｉら）に見出
すことができる。
【００６５】
　不織布研磨材物品は、典型的には、本開示による研磨材粒子を有する開孔質の嵩高なポ
リマーフィラメント構造を含み、この研磨材粒子は、構造全体に分配され、有機バインダ
ーにより構造内に粘着結合されている。フィラメントの例としては、ポリエステル繊維、
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ポリアミド繊維、ポリアラミド繊維が挙げられる。図５には、本開示による代表的な不織
布研磨材物品５００を約１００倍拡大した概略図が提供されている。本開示によるかかる
不織布研磨材物品は、本開示による成形研磨材粒子５４０がバインダー材料５６０により
その上に接着されている、嵩高な開放型の不織布繊維ウェブ５５０（基材）を含む。
【００６６】
　不織布研磨材物品及びその製造方法に関する詳細は、例えば、米国特許第２，９５８，
５９３号（Ｈｏｏｖｅｒら）、同第４，２２７，３５０号（Ｆｉｔｚｅｒ）、同第４，９
９１，３６２号（Ｈｅｙｅｒら）、同第５，７１２，２１０号（Ｗｉｎｄｉｓｃｈら）、
同第５，５９１，２３９号（Ｅｄｂｌｏｍら）、同第５，６８１，３６１号（Ｓａｎｄｅ
ｒｓ）、同第５，８５８，１４０号（Ｂｅｒｇｅｒら）、同第５，９２８，０７０号（Ｌ
ｕｘ）、及び米国特許第６，０１７，８３１号（Ｂｅａｒｄｓｌｅｙら）に見出すことが
できる。
【００６７】
　研磨ブラシ及びその製造方法に関する詳細は、例えば、裏材が一体化されている複数の
剛毛を有するものを含む研磨ブラシ（例えば、米国特許第５，４４３，９０６号（Ｐｉｈ
ｌら）；同第５，６７９，０６７号（Ｊｏｈｎｓｏｎら）；及び同第５，９０３，９５１
号（Ｉｏｎｔａら）において見出すことができる。好ましくは、かかるブラシは、ポリマ
ーと研磨材粒子の混合物を射出成形することにより作製される。
【００６８】
　好適なバインダー（すなわち、バインダー材料）は、例えば、熱硬化性有機バインダー
などの有機バインダーを含む。好適な熱硬化性有機バインダーの例としては、フェノール
樹脂、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン－ホルムアルデヒド樹脂、ウレタン樹脂、
アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ペンダントα、β－不飽和カルボニル基を有するアミ
ノプラスト樹脂、エポキシ樹脂、アクリル化ウレタン、アクリル化エポキシ、及びこれら
の組み合わせが挙げられる。バインダー及び／又は研磨材物品は、繊維、潤滑剤、湿潤剤
、揺変性材料、界面活性剤、顔料、染料、帯電防止剤（例えば、カーボンブラック、酸化
バナジウム、又はグラファイト）、カップリング剤（例えば、シラン、チタネート、又は
ジルコアルミネート）、可塑剤、懸濁化剤などの添加剤を含むこともできる。これらの任
意の添加剤の量は、好ましい特性がもたらされるように選択する。カップリング剤は、研
磨材粒子及び／又はフィラーとの接着力を改善することができる。バインダーの化学的性
質は、熱硬化、放射線硬化、又はそれらの組み合わせにより硬化させ得る。バインダーの
化学的性質についての更なる詳細は、米国特許第４，５８８，４１９号（Ｃａｕｌら）、
米国特許第４，７５１，１３８号（Ｔｕｍｅｙら）、及び米国特許第５，４３６，０６３
号（Ｆｏｌｌｅｔｔら）に見出すことができる。
【００６９】
　ビトリファイド固定砥粒に関して、より具体的には、ガラス質結合材料は、アモルファ
ス構造を呈し、典型的には硬質であり、これは当該技術分野において周知である。場合に
よっては、ガラス質結合材料は結晶相を含む。本開示による、ビトリファイド固定砥粒物
品は、砥石、ホーニング砥石、軸付砥石又は他の従来の固定砥粒の形状を有し得る。本開
示による代表的なビトリファイド固定砥粒物品は、切削砥石である。
【００７０】
　ガラス質結合材料を形成するために使用される金属酸化物の例としては、シリカ、ケイ
酸塩、アルミナ、ソーダ、カルシア、ポタシア、チタニア、酸化鉄、酸化亜鉛、酸化リチ
ウム、マグネシア、ボリア、ケイ酸アルミニウム、ホウケイ酸ガラス、リチウムアルミニ
ウムシリケート、及びこれらの組み合わせなどが挙げられる。典型的には、ガラス質結合
材料は、１０～１００重量％のガラスフリットを含む組成物から形成され得るが、より典
型的には、組成物は２０～８０重量％のガラスフリット、又は３０～７０重量％のガラス
フリットを含む。ガラス質結合材料の残りの部分は、非フリット材料であり得る。あるい
は、ガラス質の結合剤は、非フリット含有組成物に由来してもよい。ガラス質結合材料は
、典型的には、約７００℃～約１５００℃の範囲の温度で、通常は約８００℃～約１３０
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０℃の範囲、場合によっては約９００℃～約１２００℃の範囲、又は更には約９５０℃～
約１１００℃の範囲の温度で熟成される。結合が熟成する実際の温度は、例えば、特定の
結合化学に依存する。
【００７１】
　いくつかの実施形態において、ビトリファイド結合材料は、シリカ、アルミナ（好まし
くは、少なくとも１０重量％のアルミナ）、及びボリア（好ましくは、少なくとも１０重
量％のボリア）を含むもの含み得る。ほとんどの場合、ビトリファイド結合材料は、アル
カリ金属酸化物（例えば、Ｎａ２Ｏ及びＫ２Ｏ）（場合によっては、少なくとも１０重量
％のアルカリ金属酸化物）を更に含む。
【００７２】
　バインダー材料は、典型的には粒子状物質の形態のフィラー材料又は研削助剤も含有し
得る。典型的には、粒子状物質は無機材料である。本開示に有用なフィラーとしては、金
属炭酸塩（例えば、炭酸カルシウム（例えば、チョーク、方解石、マール、トラバーチン
、大理石、及び石灰石）、炭酸カルシウムマグネシウム、炭酸ナトリウム、炭酸マグネシ
ウム）、シリカ（例えば、石英、ガラスビーズ、ガラスバブル、及びガラス繊維）ケイ酸
塩（例えば、タルク、粘土（モンモリロナイト）長石、雲母、ケイ酸カルシウム、メタケ
イ酸カルシウム、アルミノケイ酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム）、金属硫酸塩（例えば
、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、硫酸ナトリウム、硫酸ナトリウムアルミニウム、硫酸
アルミニウム）、石膏、バーミキュライト、木粉、アルミニウム三水和物、カーボンブラ
ック、金属酸化物（例えば、酸化カルシウム（石灰）、酸化アルミニウム、二酸化チタン
）、及び金属亜硫酸塩（例えば、亜硫酸カルシウム）が挙げられる。
【００７３】
　一般に、研削助剤を添加すると、研磨材物品の耐用寿命が延びる。研削助剤は、研磨の
化学及び／又は物理プロセスに著しい影響を有し、改善された性能をもたらす材料である
。研削助剤は、幅広い材料を包含しており、無機系であっても有機系であってもよい。研
削助剤の薬品群の例としては、ワックス、有機ハロゲン化物化合物、ハロゲン化物塩、並
びに金属及びその合金が挙げられる。有機ハロゲン化物化合物は、典型的には、研磨時に
分解し、ハロゲン酸又はガス状ハロゲン化物化合物を放出する。このような材料の例とし
ては、テトラクロロナフタレン、ペンタクロロナフタレン、及びポリ塩化ビニルのような
塩素化ワックスが挙げられる。ハロゲン化物塩の例としては、塩化ナトリウム、カリウム
クライオライト、ナトリウムクライオライト、アンモニウムクライオライト、テトラフル
オロホウ酸カリウム、テトラフルオロホウ酸ナトリウム、フッ化ケイ素、塩化カリウム、
及び塩化マグネシウムが挙げられる。金属の例としては、スズ、鉛、ビスマス、コバルト
、アンチモン、カドミウム、鉄、及びチタンが挙げられる。他の種々の研削助剤としては
、イオウ、有機イオウ化合物、グラファイト、及び金属硫化物が挙げられる。異なる研削
助剤の組み合わせを使用してもよく、場合によっては、これは相乗効果をもたらし得る。
【００７４】
　研削助剤は、研磨布紙物品及び固定砥粒物品に特に有用であり得る。研磨布紙物品では
、研削助剤は、典型的には、研磨材粒子の表面上に適用されるスーパーサイズコートに使
用される。しかしながら、場合によっては、研削助剤は、サイズコートに添加される。典
型的には、研磨布紙物品に組み込まれる研削助剤の量は、約５０～３００グラム毎平方メ
ートル（ｇ／ｍ２）、好ましくは約８０～１６０ｇ／ｍ２である。ビトリファイド固定砥
粒物品において、研削助剤は、典型的には、物品の孔に含浸される。
【００７５】
　研磨材物品は、本発明の開示による成形研磨材粒子を１００パーセント含有してもよく
、あるいは、他の研磨材粒子及び／又は希釈剤粒子とかかる研磨材粒子のブレンドを含有
してもよい。しかしながら、研磨材物品中、少なくとも約２重量％、好ましくは少なくと
も約５重量％、及びより好ましくは約３０～１００重量％の研磨材粒子は、本開示による
成形研磨材粒子であるべきである。
【００７６】
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　場合によっては、本開示によって成形研磨材粒子は、他の研磨材粒子及び／又は希釈剤
粒子と、５～７５重量％の間の比率、約２５対７５重量％、約４０対６０重量％、又は約
５０対５０重量％（すなわち、同量（重量比））でブレンドされ得る。
【００７７】
　好適な従来の研磨材粒子の例としては、溶融酸化アルミニウム（白色溶融アルミナ、熱
処理された酸化アルミニウム、及び褐色酸化アルミニウムなど）、炭化ケイ素、炭化ホウ
素、炭化チタン、ダイヤモンド、立方晶窒化ホウ素、ガーネット、溶融アルミナ－ジルコ
ニア、及びゾル－ゲル法由来の研磨材粒子などが挙げられる。従来のゾル－ゲル法由来研
磨材粒子は、シードされていてもよく、シードされていなくてもよい。同様に、それらは
ランダムな形状であってもよく、あるいは、ロッド又は三角形など、それらに関連付けら
れた形状を有していてもよい。場合によっては、研磨材粒子のブレンドは、いずれかのタ
イプの研磨材粒子を１００％含む研磨材物品と比較して改善された研削性能を示す研磨材
物品をもたらすことができる。
【００７８】
　研磨材粒子のブレンドが存在する場合、そのブレンドを形成する研磨材粒子の種類は、
同じ寸法のものであってもよい。あるいは、研磨材粒子の種類は、異なる粒径のものであ
ってもよい。例えば、より大きい粒径の研磨材粒子が本開示による研磨材粒子であって、
より小さい粒径の粒子が別の種類の研磨材粒子であってもよい。逆に、例えば、より小さ
い粒径の研磨材粒子が本発明による研磨材粒子であって、より大きい粒径の粒子が別の種
類の研磨材粒子であってもよい。
【００７９】
　好適な希釈粒子の例としては、大理石、石膏、フリント、シリカ、酸化鉄、ケイ酸アル
ミニウム、ガラス（ガラスバブル及びガラスビーズを含む）、アルミナバブル、アルミナ
ビーズ、及び希釈剤凝集体が挙げられる。
【００８０】
　本開示による成形研磨材粒子は、研磨材凝集体と組み合わせてもよい。研磨材凝集体の
粒子は、典型的には、複数の研磨材粒子、バインダー、及び任意の添加剤を含む。バイン
ダーは、有機及び／又は無機であってよい。研磨材凝集体は、無作為に成形されるか、又
は研磨材凝集体に関連する既定形状を有し得る。その形状は、例えば、ブロック、円筒、
ピラミッド、コイン、又は正方形であり得る。研磨凝集体の粒子は、約１００～約５００
０マイクロメートル、典型的には約２５０～約２５００マイクロメートルの範囲の粒径を
有する。
【００８１】
　研磨材粒子は、研磨材物品に均一に分配されていてもよく、あるいは、研磨材物品の選
択された区域又は部分に集中していてもよい。例えば、研磨布紙では、２層の研磨材粒子
が存在してもよい。第１層は、本開示による成形研磨材粒子以外の研磨材粒子を含み、第
２の（最も外側の）層は、本開示による成形研磨材粒子を含む。同様に、固定砥粒では、
研削砥石の２つの異なるセクションがあってもよい。最も外側のセクションは、本開示に
よる成形研磨材粒子を含んでもよく、最も内側のセクションは、本開示による研磨材粒子
を含み得ない。あるいは、本開示による成形研磨材粒子は、固定砥粒物品全体に均一に分
配され得る。
【００８２】
　本開示は、工作物を研磨する方法を提供する。この方法は、本開示による研磨材粒子と
工作物の表面とを摩擦接触させる工程と、研磨材粒子及び工作物の表面のうちの少なくと
も一方を、他方に対して動かして、工作物の表面の少なくとも一部を研磨する工程と、を
含む。本開示による研磨材粒子で研磨する方法は、例えば、スナッギング（すなわち、高
圧高研削量）から、ポリッシング（例えば、研磨布紙ベルトで医療用インプラントをポリ
ッシングすること）までを含み、後者は、典型的には、より細かい等級（例えばＡＮＳＩ
　２２０以上の細かさ）の研磨材粒子で行われる。研磨材粒子は、ビトリファイド結合研
磨ホイールによるカムシャフトの研削のような精密な研磨用途にも使用され得る。特定の
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研磨用途に使用される研磨材粒子の大きさは、当業者には明らかであろう。
【００８３】
　研磨は、乾式又は湿式で行うことができる。湿式研磨においては、十分に浸すために軽
い霧の形態で供給される液体を導入することができる。一般的に用いられる液体の例とし
ては、水、水溶性油、有機潤滑剤、及び乳剤が挙げられる。液体は、研磨に伴う熱を下げ
る役割を果たすことができ、及び／又は潤滑剤として作用し得る。液体は、例えば殺菌剤
、消泡剤などのような添加剤を少量含有し得る。
【００８４】
　工作物の例としては、アルミニウム金属、炭素鋼、軟鋼（例えば、１０１８軟鋼及び１
０４５軟鋼）、工具鋼、ステンレス鋼、硬化鋼、チタン、ガラス、セラミックス、木材、
木材様材料（例えば、合板及びパーティクルボード）、塗料、塗装面、有機被覆表面など
が挙げられる。研磨中に付加される力は、典型的には、約１～約１００キログラム（ｋｇ
）の範囲であるが、他の圧力も使用され得る。
【００８５】
　本開示の選択された実施形態
　第１の実施形態において、本開示は、研磨材粒子の作製方法を提供し、その方法は、
　非コロイド固体粒子及び液体ビヒクルを含むスラリーを提供する工程であって、少なく
ともいくつかの非コロイド固体粒子は、αアルミナ又はαアルミナ前駆体のうちの少なく
とも１つを含み、非コロイド固体粒子は、スラリーの少なくとも３０体積％を構成する、
工程と、
　スラリーの少なくとも一部を、基材と接触する成形体に形成する工程であって、成形体
は規定形状に実質的にしたがって形成される、工程と、
　成形体を少なくとも部分的に乾燥させて、成形研磨材前駆体粒子を得る工程と、
　基材から成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を分離する工程と、
　成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する工程であって、成
形研磨材粒子はαアルミナを含み、αアルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結
晶粒径、及び少なくとも真密度の９２％である見かけ密度を有し、各成形研磨材粒子は、
それぞれが複数の辺及び少なくとも４つの頂点を含む表面を有する、工程と、を含む。
【００８６】
　第２の実施形態において、本開示は、第１の実施形態による方法を提供し、基材はその
表面にキャビティを有し、スラリーを、基材と接触する成形研磨材前駆体粒子に形成する
工程は、スラリーをキャビティの少なくとも一部に押入する工程を含む。
【００８７】
　第３の実施形態において、本開示は、第１又は第２の実施形態による方法を提供し、ス
ラリーを成形する工程は、スクリーンを通してスラリーを基材上に押入する工程を含む。
【００８８】
　第４の実施形態において、本開示は、第１～第３の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、等量ベースで、成形研磨材前駆体
粒子の総重量に対して、少なくとも０．０３重量％の酸化ナトリウムを含有する。
【００８９】
　第５の実施形態において、本開示は、第１～第４の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する方
法は、
　成形研磨材前駆体粒子を焼結して成形研磨材粒子を得る工程を含む。
【００９０】
　第６の実施形態において、本開示は、第１～第４の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する方
法は、
　成形研磨材前駆体粒子を焼成して焼成された成形研磨材前駆体粒子を得る工程と、
　焼成された成形研磨材前駆体粒子を焼結し、成形研磨材粒子を得る工程と、を含む。
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【００９１】
　第７の実施形態において、本開示は、第１～第６の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する方
法は、
　成形研磨材前駆体粒子を金属塩溶液に含浸して、含浸された成形研磨材前駆体粒子を得
る工程と、
　含浸された成形研磨材前駆体粒子を焼結して成形研磨材粒子を得る工程と、を含む。
【００９２】
　第８の実施形態において、本開示は、第１～第６の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、成形研磨材前駆体粒子の少なくとも一部を成形研磨材粒子に変換する工
程は、
　成形研磨材前駆体粒子を焼成して焼成された成形研磨材前駆体粒子を得る工程と、
　焼成された成形研磨材前駆体粒子を金属塩溶液に含浸して含浸焼成された成形研磨材前
駆体粒子を得る工程と、
　含浸焼成された成形研磨材前駆体粒子を焼結して成形研磨材粒子を得る工程と、を含む
。
【００９３】
　第９の実施形態において、本開示は、第１～第８の実施形態のうちのいずれか１つによ
る方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、酸化アルミニウム粉末を含む。
【００９４】
　第１０の実施形態において、本開示は、第１～第９の実施形態のうちのいずれか１つに
よる方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、粉碎したアルミニウム三水和物
粒子を含む。
【００９５】
　第１１の実施形態において、本開示は、第１～第１０の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、等量ベースで、成形研磨材前
駆体粒子の総重量に対して、０．０３～０．２５％の酸化ナトリウムを含有する。
【００９６】
　第１２の実施形態において、本開示は、第１～第１１の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、少なくとも０．２マイクロメ
ートルの平均粒径を有する。
【００９７】
　第１３の実施形態において、本開示は、第１～第１２の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法を提供し、スラリーは増粘剤を更に含む。
【００９８】
　第１４の実施形態において、本開示は、第１２の実施形態による方法を提供し、増粘剤
はコロイド状ベーマイトを含む。
【００９９】
　第１５の実施形態において、本開示は、第１２の実施形態による方法を提供し、増粘剤
は有機増粘剤を含む。
【０１００】
　第１６の実施形態において、本開示は、第１～第１５の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法を提供し、成形研磨材粒子は２０メッシュを超える平均粒径を有する。
【０１０１】
　第１７の実施形態において、本開示は、第１～第１６の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法を提供し、非コロイドαアルミナ前駆体粒子は、スラリーの少なくとも４０体
積％を構成する。
【０１０２】
　第１８の実施形態において、本開示は、第１～第１７の実施形態のうちのいずれか１つ
による方法によって作製される成形研磨材粒子を提供する。
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【０１０３】
　第１９の実施形態において、バインダーに保持された、第１８の実施形態による成形研
磨材粒子を含む研磨材物品を提供し、成形研磨材粒子はαアルミナを含み、αアルミナは
、０．８～８マイクロメートルの平均結晶粒径を有し、αアルミナは、少なくとも真密度
の９２％である見かけ密度を有し、成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致する。
【０１０４】
　第２０の実施形態において、本開示は、第１９の実施形態による研磨材物品を提供し、
この研磨材物品は、
　裏材と、
　裏材の主表面に固定されたメイクコートであって、成形研磨材粒子はメイクコートに接
触する、メイクコートと、
　メイクコートの少なくとも一部及び成形研磨材粒子の少なくとも一部上に配設されるサ
イズコートと、を更に含む。
【０１０５】
　第２１の実施形態において、本開示は、第１９又は第２０の実施形態による成形研磨材
粒子を含む研磨材物品を提供し、研磨材粒子は、裏材及び裏材の主表面と接触する研磨層
を更に含み、研磨層は、バインダー及び成形研磨材粒子を含む。
【０１０６】
　第２２の実施形態において、本開示は、第１９の実施形態による成形研磨材粒子を含む
研磨材物品を提供し、研磨材物品は嵩高な開放型の繊維ウェブを更に含む。
【０１０７】
　第２３の実施形態において、本開示は、第１９の実施形態による成形研磨材粒子を含む
研磨材物品を提供し、研磨材物品は固定砥粒砥石を含む。
【０１０８】
　第２４の実施形態において、本開示は、工作物を研磨する方法を提供し、この方法は、
第１９～第２３の実施形態のうちのいずれか１つによる研磨材物品に含まれる少なくとも
１つの成形研磨材粒子と工作物とを接触させる工程と、研磨材物品又は工作物のうちの少
なくとも１つを他方に対して動かして工作物の少なくとも一部を研磨する工程と、を含む
。
【０１０９】
　第２５の実施形態において、本開示は、αアルミナを含む成形研磨材粒子を提供し、α
アルミナは、０．８～８マイクロメートルの平均結晶粒径を有し、αアルミナは、少なく
とも真密度の９２％である見かけ密度を有し、各成形研磨材粒子は、それぞれが複数の辺
及び少なくとも４つの頂点を含む表面を有し、成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致
する。
【０１１０】
　第２６の実施形態において、本開示は、第２５の実施形態による成形研磨材粒子を提供
し、各表面はそれぞれが少なくとも４つの縁部を更に含み、各縁部の平均幅は、約５～２
０マイクロメートルの範囲であり、平均結晶粒径に対する各縁部の平均幅の比率は、１～
２５の範囲である。
【０１１１】
　第２７の実施形態において、本開示は、第２５又は第２６の実施形態による成形研磨材
粒子を提供し、各成形研磨材粒子は、それぞれが複数の側壁に当接する底面を含み、底面
は少なくとも３つの頂点を含む。
【０１１２】
　第２８の実施形態において、本開示は、第２７の実施形態による成形研磨材粒子を提供
し、各成形研磨材粒子は、それぞれが複数の側壁に当接する上面を含み、上面及び底面は
互いに接触しない。
【０１１３】
　第２９の実施形態において、本開示は、第２７～第２９の実施形態による成形研磨材粒
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子を提供し、側壁は、底面から内側に向かって細くなっている。
【０１１４】
　第３０の実施形態において、本開示は、第２５～第２９の実施形態のうちのいずれか１
つによる成形研磨材粒子を提供し、成形研磨材粒子は、等量ベースで、成形研磨材粒子の
総重量に対して、少なくとも０．０３重量％の酸化ナトリウムを含有する。
【０１１５】
　第３１の実施形態において、本開示は、第２５～第２９の実施形態のうちのいずれか１
つによる成形研磨材粒子を提供し、成形研磨材粒子は、成形研磨材粒子の総重量に対して
、０．０３～０．２５％の酸化ナトリウムを含有する。
【０１１６】
　第３２の実施形態において、本開示は、第２５～第３１の実施形態のうちのいずれか１
つによる成形研磨材粒子を提供し、成形研磨材粒子は、６～８０の範囲の米国メッシュサ
イズに一致する平均粒径を有する。
【０１１７】
　第３３の実施形態において、本開示は、バインダーに保持された成形研磨材粒子を含む
研磨材物品を提供し、成形研磨材粒子はαアルミナを含み、αアルミナは、０．８～８マ
イクロメートルの平均結晶粒径を有し、αアルミナは、少なくとも真密度の９２％である
見かけ密度を有し、成形研磨材粒子は、公称の規定形状に一致する。
【０１１８】
　第３４の実施形態において、本開示は、第３３の実施形態による研磨材物品を提供し、
この研磨材物品が、
　裏材と、
　裏材の主表面に固定されたメイクコートであって、成形研磨材粒子はメイクコートに接
触する、メイクコートと、
　メイクコートの少なくとも一部及び成形研磨材粒子の少なくとも一部上に配設されるサ
イズコートと、を更に含む。
【０１１９】
　第３５の実施形態において、本開示は、第３３の実施形態による成形研磨材粒子を提供
し、研磨材粒子は、裏材及び裏材の主表面と接触する研磨層を更に含み、研磨層は、バイ
ンダー及び成形研磨材粒子を含む。
【０１２０】
　第３６の実施形態において、本開示は、第３３の実施形態による研磨材物品を提供し、
研磨材物品は、嵩高な開放型の繊維ウェブを更に含む。
【０１２１】
　第３７の実施形態において、本開示は、第３３の実施形態による研磨材物品を提供し、
研磨材物品は固定砥粒砥石を含む。
【０１２２】
　第３８の実施形態において、本開示は、工作物を研磨する方法を提供し、この方法は、
第３３～第３７の実施形態のうちのいずれか１つによる研磨材物品と作物とを接触させる
工程と、研磨材物品又は工作物のうちの少なくとも１つを他方に対して動かして工作物の
少なくとも一部を研磨する工程と、を含む。
【０１２３】
　以下の非限定的な実施例によって本開示の目的及び利点を更に例示するが、これらの実
施例に記載する特定の材料及びその量、並びに他の条件及び詳細は、本開示を不当に限定
するものとして解釈されるべきではない。
【実施例】
【０１２４】
　特に記載がない限り、実施例における部、パーセンテージ、比率、などは全て重量基準
である。
【０１２５】
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　（実施例１～７）
　ポリエチレンライニングボールミルジャーに、１００グラム（ｇ）の脱イオン水、０．
５ｇのクエン酸アンモニウム分散剤、４００ｇの様々な酸化アルミニウム粉末（表１で報
告されており、表２には原料の供給源を報告している）を投入した。約７００グラムのア
ルミナ粉砕媒体（直径：１０ｍｍ、９９．９％アルミナ、Ｕｎｉｏｎ　Ｐｒｏｃｅｓｓ，
Ａｋｒｏｎ，Ｏｈｉｏから入手）をボトルに加え、混合物を１２０ｒｐｍで２４時間粉砕
した。粉砕後、粉砕媒体を取り除き、デシケータージャー中に載置し、機械式ポンプを使
用して真空にかけて（真空下で約１０分間保持）スラリーを脱気した。生じたスラリーを
、約０．４ｍｍの側長、０．１ｍｍの深さを有する切頭三角錐の複製パターンを含み、５
重量％のエタノール溶液から乾燥して残留した鉱油の局所コーティングを有するポリエチ
レンシートに注入した。スキージを使用して、スラリーをシートの約４００ｃｍ２の領域
に広げて被覆させた。次に、セラミックスラリーを含有するシートをヒートガンで乾燥さ
せた。乾燥後、シートを激しく振って、その時には切頭三角錐の形状になっていた生じた
成形研磨材前駆体粒子を取り除いた。
【０１２６】
　成形研磨材前駆体粒子をアルミナるつぼ中に載置し、空気中で７００℃まで加熱（加熱
速度１０℃／分）することで焼成した。等温保持はしなかった。この工程の後、粒子はピ
ラミッド型を残しており、追加操作に耐えられるほど十分な強度があった。
【０１２７】
　３００ｇの焼成した成形研磨材前駆体粒子をアルミナるつぼ中に載置し、２５℃／分の
加熱速度及び表１で示される最終温度で４５分間の保持時間を使用して、モデルＫＫＳＫ
－６６６－３１００電気加熱炉（Ｋｅｉｔｈ　Ｆｕｒｎａｃｅｓ　ｏｆ　Ｐｉｃｏ　Ｒｉ
ｖｅｒａ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）中で焼結した。
【０１２８】
　生じた焼結した成形研磨材粒子をＡＣＣＵＰＹＣ　ＩＩ　１３３０比重計（Ｍｉｃｒｏ
ｍｅｒｉｔｉｃｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｎｏｒｃｒｏｓｓ
，Ｇｅｏｒｇｉａ）を使用して、標準的な実施要領にしたがって測定した。結果を表１で
記述する。
【０１２９】
　平均結晶寸法を、ＡＳＴＭ　Ｅ１１２－９６試験方法「平均粒径を測定するための標準
試験法」にしたがって線切片法によって決定した。約５ｇの成形研磨材粒子をプラスチッ
ク製の袋に載置し、ハンマーで破砕して破断粒子を生成した。破断した及び破断していな
い成形研磨材粒子を、金－パラジウムの薄層でコーティングされたステージに載せ、ＪＥ
ＯＬモデル７６００Ｆ走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）を使用して観察した。サンプル中で見出
された微細構造の典型的なＳＥＭ顕微鏡写真を使用して、以下（例えば、実施例５の成形
研磨材粒子の破断面のＳＥＭ顕微鏡写真を示す図６を参照）のように平均結晶寸法を測定
した。顕微鏡写真上に引いた無作為の線における単位長さ（ＮＬ）当たりで交差する結晶
の数を計測した。以下の等式を使用して、この数から平均結晶寸法を決定した：
【０１３０】
【数１】

　式中、ＮＬは、単位長さ当たりの交差した結晶の数であり、Ｍは顕微鏡写真の倍率であ
る。サンプルにおける平均結晶寸法を以下の表１で報告する。
【０１３１】
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【表１】

【０１３２】
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【表２】

【０１３３】
　実施例１～７及び比較例Ａ～Ｃの研削性能
　約１７グラムの生じた成形研磨材粒子を研磨布紙ディスクに組み込んだ。従来の手順に
したがって研磨布紙ディスクを作製した。成形研磨材粒子を、従来の炭酸カルシウムを充
填したフェノール性のメイクレジン（ｍａｋｅ　ｒｅｓｉｎ）（４８％のレゾール型樹脂
及び５２％の炭酸カルシウムを水及びグリコールエーテルで８１％固体分に希釈したもの
）、及び従来のクライオライトを充填したフェノール性のサイズレジン（ｓｉｚｅ　ｒｅ
ｓｉｎ）（３２％のレゾール型樹脂、２％の酸化鉄、６６％のクライオライトを水及びグ
リコールエーテルで７８％固体分に希釈したもの）を使用して１７．８ｃｍの直径及び０
．８ｍｍ厚のバルカンファイバー裏材（直径２．２ｃｍの中央穴を有する）に結合した。
湿ったメイクレジンの重量は、約１８５ｇ／ｍ２であった。メイクコートを適用した直後
、成形研磨材粒子を静電塗装した。メイクレジンを１２０分間８８℃で加熱した。次に、
メイクコート及び研磨材粒子にクライオライトを充填したフェノール性のサイズコートを
コーティングした。湿ったサイズの重量は、約８５０ｇ／ｍ２であった。サイズレジンを
１２時間９９℃で加熱した。研磨布紙ディスクを試験前に屈曲させた。
【０１３４】
　実施例１の成形研磨材粒子の代わりに熱処理溶融アルミナ研磨材粒子（ＡＬＯＤＵＲ　
ＢＦＲＰＬ（３６等級）（Ｔｒｅｉｂａｃｈｅｒ，Ｖｉｌｌａｃｈ，Ａｕｓｔｒｉａ）と
して入手）を使用する以外は、実施例１（上述）で記載したようにして、比較例Ａの研磨
布紙ディスクを調製した。
【０１３５】
　実施例１の成形研磨材粒子の代わりに３６等級のアルミナ－ジルコニア研磨材粒子（６
０％のＡｌ２Ｏ３及び３９％のＺｒＯ２である共晶組成物を有する、ＮＯＲＺＯＮ（Ｎｏ
ｒｔｏｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｗｏｒｃｅｓｔｅｒ，Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ）として
入手）を使用する以外は、実施例６（上述）で記載したようにして、比較例Ｂの研磨布紙
ディスクを調整した。
【０１３６】
　実施例１の成形研磨材粒子の代わりに従来の破砕したゾル－ゲル法由来研磨材粒子（３
Ｍ　ＣＥＲＡＭＩＣ　ＡＢＲＡＳＩＶＥ　ＧＲＡＩＮ　３２１（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，
Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）として販売されている）を使用する以外は、上述
のようにして、比較例Ｃの研磨布紙ディスクを調製した。
【０１３７】
　実施例１の成形研磨材粒子の代わりに、３６等級カットを提供するために実施例１の材
料のスラリーをパン乾燥し、焼成し、破砕することで調製される無作為な成形研磨材粒子
を使用する以外は、上述のようにして比較例Ｄの研磨布紙ディスクを調製した。
【０１３８】
　実施例１～７及び比較例Ａ～Ｄの研磨布紙ディスクの切削性能を以下のようにして評価
した。各研磨節ディスクを面取りアルミニウムバックアップパッドに取り付け、前秤量し
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た１．２５ｃｍ×１８ｃｍ×１０ｃｍの１０１８軟鋼の工作物の表面を研削するのに使用
した。このディスクを５，０００毎分回転数（ｒｐｍ）で駆動しながら、バックアップパ
ッドの面取りした縁部に重なるディスク部分は、８．６キログラムの荷重で工作物と接触
させた。各ディスクを使用して、１分おきに連続して個別の工作物を研削した。総切削量
は、試験期間を通して工作物から除去された材料の量の総計である。切削の１２分後の各
サンプルによる総切削量を以下の表３で報告し、２つのディスクの平均切削量が報告され
ている。
【０１３９】
【表３】

【０１４０】
　（実施例８Ａ～８Ｆ）
　手順を数回繰り返して、より大量の材料を生成する以外は、実施例２に記載されるよう
にして、実施例８ａ～８ｅの成形研磨材粒子を調製した。続けて、焼成された成形粒子を
結晶粒成長させ、室温から最高着火温度（表４で報告）までにおける２５℃／分の傾斜率
を含む熱処理を誘導する。実施例８ａ～８ｅの材料は、熱処理に使用される最高着火温度
が異なる。
【０１４１】
　水とアルミナ粉末との比率をそれぞれ１００ｇと２００ｇに変更した以外は、実施例２
に記載されるようにして実施例８ｆ材料を調製した。この変更によって、複製シート上で
乾燥される際に、鋭い縁部がより少ない成形研磨材粒子を生成した、より流動性の高いス
ラリーがもたらされた。平均粒径及び切削特性は、実施例２において記載されるようにし
て分析した。
【０１４２】
　微細構造縁部の尖鋭度（ＥＭＳ）を、これらの実施例で精製した全成形研磨材粒子にお
いて測定した。このパラメータは、以下の手順による標準的なＳＥＭ観測結果を使用して
得ることができる。約１グラムの成形研磨材粒子を、金－パラジウムの薄層でコーティン
グされたステージに載せ、ＪＥＯＬモデル７６００Ｆ走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）を使用し
て観察した。成形研磨材粒子の角部及び縁部の典型的なＳＥＭ顕微鏡写真を、それぞれ表
７及び表８に示す。
【０１４３】
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　上述（図９及び１０も参照）のようにして、材料の結晶粒径を得る。図７を参照すると
、縁幅は１２．８マイクロメートルであり、平均結晶粒径は約７．５マイクロメートルで
ある。本明細書におけるＥＭＳは、平均縁幅とその縁部における平均結晶粒径との比率と
して定義される。したがって、微細構造縁部の尖鋭度は約１．７である。
【０１４４】
　実施例７の成形研磨材粒子のＥＭＳを表４に示され、縁部に沿った６個の測定値の平均
が報告されている。表４を参照すると、良好な切削特性は、一般的に、初期縁幅が大きす
ぎない限り、ＥＭＳ数の増加に関連する。スラリーが三角形パターンに複製される加工手
順中、結晶粒径、初期縁幅は独立して設定される。実施例８ａ～８ｅの各々において、初
期縁幅を約９．３マイクロメートルにおいて測定した。しかしながら、実施例８ｆにおい
て、初期縁幅は約１３．８マイクロメートルであって、切削特性の減少が生じた。最終的
には、良好な切削性能において、成形研磨材粒子は、約１５～２０マイクロメートル未満
、好ましくは１２、１０又は更には８マイクロメートルの縁幅を有するべきであり、ＥＭ
Ｓパラメータは、１を超える、好ましくは１．５又は更には２を超えるべきである。
【０１４５】
【表４】

【０１４６】
　（実施例９～１３）
　低温で様々な焼成添加剤を導入して緻密化を促進する以外は、実施例１に記載されるよ
うにして実施例９～１３を調製した。焼成添加剤及び９６％の理論密度を達成するのに必
要な最低着火温度を以下の表５にまとめた。
【０１４７】
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【表５】

【０１４８】
　（実施例１４）
　テフロンライニングアトライターミルジャーに、２５０ｇの脱イオン水、４ｇの硝酸（
７０％濃縮）、１９０ｇの水酸化アルミニウムＳＨ－２０（Ｄａｄｃｏ　Ａｌｕｍｉｎｉ
ｕｍ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｌａｕｓａｎｎｅ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄから入
手）を投入した。この粉末は、約０．２５重量％のＮａ２Ｏを含有していた。約７００グ
ラムのアルミナ粉砕媒体（直径：５ｍｍ、９９．９％アルミナ、Ｕｎｉｏｎ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓから入手）をジャーに加え、混合物を５００ｒｐｍで２４時間粉砕した。粉砕後、粉
砕媒体を取り除き、デシケータージャー中に載置し、３１ｇの硝酸マグネシウム水酸化物
（Ｍｇ（ＮＯ３）２・６Ｈ２Ｏ）（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏ．，Ｓａｉｎｔ　
Ｌｏｕｉｓ，Ｍｉｓｓｏｕｒｉ）をスラリーに加え、空気駆動の撹拌装備を用いて均質化
した。生じたスラリーを、約０．４ｍｍの側長、０．１ｍｍの深さを有する切頭三角錐の
複製パターンを含み、５重量％のエタノール溶液から乾燥して残留した鉱油の局所コーテ
ィングを有するポリエチレンシートに注入し、スキージを使用して、スラリーをシートの
約４００ｃｍ２の領域に広げて被覆した。次に、スラリーを含有するシートをヒートガン
で乾燥させた。乾燥後、ウェブを激しく振って、その時には切頭三角錐の形状になってい
る生じた成形研磨材前駆体粒子を取り除いた。
【０１４９】
　成形研磨材前駆体粒子をアルミナるつぼ中に載置し、空気中で８００℃まで加熱（加熱
速度１０℃／分）することで焼成した。等温保持は適用しなかった。この工程の後、粒子
はピラミッド型を残しており、追加操作に耐えられるほど十分な強度があった。
【０１５０】
　１００ｇの焼成した成形研磨材前駆体粒子をアルミナるつぼ中に載置し、２５℃／分の
加熱速度及び１５００℃の最終温度で４５分間の保持時間を使用して、モデルＫＫＳＫ－
６６６－３１００電気加熱炉（Ｋｅｉｔｈ　Ｆｕｒｎａｃｅｓ）中で焼結した。実施例１
で記載されるようにして、密度及び粒径を測定し、それぞれ９７．５％及び２．８７マイ
クロメートルであった。これらの切削性能を、実施例１で記載されるように評価した。９
６５ｇの総切削量が得られた。
【０１５１】
　当業者は、より具体的に添付の請求項に記載した本開示の趣旨及び範囲から逸脱せずに
、本開示への他の修正及び変更を行うことが可能である。異なる実施形態の態様を異なる
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実施形態の他の態様と部分的若しくは全体的に互換すること又は組み合わせることが可能
である点は理解されるであろう。特許証のための上記の出願において引用された、参照文
献、特許、又は特許出願はいずれも一貫性を有するようにそれらの全容を本明細書に援用
する。これらの援用文献の一部と本明細書との間に不一致又は矛盾がある場合、上記の説
明文における情報が優先するものとする。特許請求される開示内容を当業者が実行するこ
とを可能ならしめるために示される上記の説明文は、「特許請求の範囲」及びそのすべて
の均等物によって規定される本開示の範囲を限定するものとして解釈されるべきではない
。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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